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■研究開発シーズを活かしながら、成長産業の創出に向け、起業や大学発ベンチャー
の設立などの具体的なビジョン・計画に基づき推進されるプロジェクト

Ⅰ 先駆的なシーズ活用によるスタートアップを視野に入れたプロジェクト

【スタートアップ・プロジェクト】

Ⅱ 研究開発シーズの段階的推進・深化が必要なプロジェクト

【イノベーション・プロジェクト】

Ⅲ 市民生活の質的向上等に資する実証プロジェクト

【パイロット・プロジェクト】

■研究開発シーズをもとに、大学や市内企業等が連携して研究開発・事業化に向け
取り組むプロジェクト

■新たな製品・サービスの開発やビジネスモデルの構築に向けて進められる実証的
なプロジェクトであって、将来的に市民生活の質的向上が期待されるプロジェクト



実 証 開 発

パイロット・プロジェクト

実 証 事業化開 発 社会実装

イノベーション・プロジェクト
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スタートアップ・プロジェクト

起 業 前 起 業 育 成 成 長

成長産業創業支援金

設立初期費用等に対する支援（補助率：2/3）

→ 成長産業イノベーション推進補助制度参照
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アドバイザリー機関によるハンズオン支援例

・シーズの特徴・優位性の整理
・事業ビジョンの明確化 等

・事業計画策定
・知的財産戦略 等

・ＶＣ等とのマッチング支援
・技術展示会や関連学会等への出展支援 等

研究シーズのプロモーション

アドバイザリー機関（専門人材
サポートチーム）による個別支
援の実施

１００万円

９００万円

最大1,000万円

○概 要 起業に対する支援金：１００万円

スタートアップ支援補助 補助率：２／３

補助上限額：９００万円

期 間：原則１年間



イノベーション・プロジェクト

アドバイザリー機関による支援例

・共同研究先の探索及び連携支援
・競争的資金の申請支援

・支援機関と連携したプロジェクトマネジメント
・知的財産戦略 等

・上市に向けた戦略策定
・導出候補先企業の調査・選定 等

実 証 事業化開 発 社会実装

県補助金の自己負担分相当額への支援 展示会等への出展支援等

シーズ

研究シーズの
プロモーション

○概 要 「やまぐち産業イノベーション促進補助金」（山口県事業）に採択されたプロジェクトの
自己負担部分相当額への支援

イノベーション推進補助 補助率：１０／１０（起業）、１／２（既存企業）

補助上限額：７５０万円

期 間：原則１年間





イノベーション・プロジェクト

自己負担
（１／３）

県補助
（２／３）

県補助
（２／３）

自己負担
（１／6）

既存の企業

市の補助
（１／３）

県補助
（２／３）

市の補助
（１／6）

スタートアップ等

自己負担なし

500万
125万

（125万）
250万
（ ０）

県補助
上限

既存企業 ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ

100万
25万

（25万）
50万

（ ０）

1,500万
375万

（375万）
750万
（ ０）

上段：補助額 下段：自己負担額

＊県の補助金採択を申請要件の一つとするものであり、
市の補助金採択を保証するものではありません



パイロット・プロジェクト

実 証 開 発

実証プロジェクト支援
・１件あたり１００万円
・県産技Ｃの開放機器（３Dプリンター等)
使用料に対する補助

・実証に必要な調整・広報PR等

アドバイザリー機関による支援例
・共同研究体制構築に向けた支援
・本格的開発に向けたコンサルティング
・競争的資金の申請支援 等

事業化・「イノベーション・プロジェクト」へのステップアップ

○概 要 パイロット・プロジェクト支援補助

補助率：１０／１０

補助上限額：１００万円
＋ 支援機関等の開放機器使用料補助（上限：１０万円）

期 間：原則１年間



○目 的 企業等のニーズや研究開発のフェーズに応じたアドバイザリー機関によるハンズオン支援
を実施する。



■ 施策の概要説明については、令和4年度予算成立後の速やかな
事業開始及び本市の取組への積極的な参加に向けた準備期間の確
保等を目的とし、現時点における内容等についてご説明させてい
ただいたものです。今後、支援制度等の内容が変更になること
もありますので、あらかじめご了承ください。

■ 補助制度等の適用等については、一定の要件を満たすことが必
要となります。詳しい内容等については、新年度に公表予定であ
る公募要領、交付要綱その他関連する資料等において改めてご確
認ください。


